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（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

　　　　現金及び預金 84,758,496,552

　　　　未収収益 66,366

　　　　未収金 23,468,552

　　　　　 　 流動資産合計 84,782,031,470 　

Ⅱ　固定資産

   　　  無形固定資産

　　　　　　ソフトウェア 234,595,914

　　　　　 　 固定資産合計 234,595,914 　

　　　　　 　 　 資産合計 85,016,627,384 　

負債の部

Ⅰ　流動負債

　　　　預り補助金等 52,676,904,103

　　　　未払金 159,432,874

　　　　預り金 5,606,540

　　　　　 　 流動負債合計  52,841,943,517  

Ⅱ　固定負債

　　　　資産見返負債

　　　　　 資産見返補助金等 234,595,914

　　　　長期預り補助金等 31,940,087,953

　　　　　 　 固定負債合計 32,174,683,867  

　　　　　　　   負債合計 85,016,627,384 　

純資産の部

Ⅰ　資本金

　　　　政府出資金 0

　　　　　 資本金合計 0  

Ⅱ　資本剰余金

　　　　資本剰余金 0

　　　　　 資本剰余金合計 0  

Ⅲ　利益剰余金

　　　　当期未処分利益 0

　　　　（うち当期総利益） （0）

　　　　　 利益剰余金合計 0

　　　　　    純資産合計 0 　

　　　　　       負債純資産合計 85,016,627,384 　

（平成２９年３月３１日）

貸  借  対  照  表



　 　（単位：円）

経常費用

　　　業務費

　　　　　　学術研究助成基金助成金 90,649,558,681 90,649,558,681

　　　一般管理費

　　　　　　人件費 119,175,851

　　　　　　賃借料 45,870,748

　　　　　　諸謝金等 189,496,350

　　　　　　業務委託費 8,481,486

　　　　　　旅費交通費 14,559,270

　　　　　　その他一般管理費 48,167,889 425,751,594

　　　経常費用合計 　 91,075,310,275

経常収益 　

　　　補助金等収益 90,431,541,988

　　　資産見返補助金等戻入 42,309,274

　　　財務収益

　　　　　　受取利息 31,171,407 31,171,407

　　　雑益 570,287,606

　　　経常収益合計 91,075,310,275

　　　　　　経常利益 0

当期純利益 　 0

当期総利益 　 0

損  益  計  算  書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）



 

（単位：円）

Ⅰ　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 ▲ 106,390,559

学術研究助成基金助成金支出 ▲ 90,682,621,060

その他の業務支出 ▲ 255,227,335

補助金等収入 89,134,000,000

その他の収入 568,297,221

小計 ▲ 1,341,941,733

利息の受取額 53,907,979

　　　　    業務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 1,288,033,754

Ⅱ　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ▲ 3,070,000,000

定期預金の払戻による収入 13,070,000,000

有価証券の償還による収入 15,120,000,000

無形固定資産の取得による支出 ▲ 110,771,217

　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 25,009,228,783

Ⅲ　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　　　資金増加額 23,721,195,029

Ⅴ　　　資金期首残高 61,037,301,523

Ⅵ　　　資金期末残高 84,758,496,552

キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）



　　　　　（単位：円）

　 　

　 Ⅰ　当期未処分利益 0

　 　　　　　 当期総利益 0

　 Ⅱ　利益処分額 0

　　　　　 積立金 0

　　利益の処分に関する書類



　　　　（単位：円）

Ⅰ　業務費用

90,649,558,681  

425,751,594 91,075,310,275

▲ 31,171,407

▲ 570,287,606 ▲ 601,459,013

90,473,851,262

Ⅱ　損益外減価償却相当額 0

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 0

Ⅳ　引当外賞与見積額 2,026,688

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 0

Ⅵ　機会費用

　　　　政府出資等の機会費用 0

Ⅶ　（控除）法人税等及び国庫納付額 　 0

Ⅷ　行政サービス実施コスト 90,475,877,950

　　　　　　　財務収益

　　　　　　　雑益

　　　　　業務費用合計

行政サービス実施コスト計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

　　　（2）（控除）自己収入等

　　　（1）損益計算書上の費用

　　　　　　　業務費

　　　　　　　一般管理費



重要な会計方針  

 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 27 年１月 27 日改

訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成

28 年２月改訂）を適用して、財務諸表等を作成しております。     

      

 ただし、「独立行政法人会計基準」第 43（注解 39）の規定については、「独立行政法人通則

法の一部を改正する法律」の附則第８条により経過措置を適用していることから、経過措置

終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 

 

１． 減価償却の会計処理方法  

無形固定資産 

定額法を採用しております。 
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

 

 

２． 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、学術研究助成基金補助金により財源措置がなされるため、賞与に

係る引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末

の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

 

 

３． 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 



注記事項

１．貸借対照表関係

　　　　次期の学術研究助成基金補助金から充当されるべき引当外賞与見積額　6,747,949円

２．キャッシュ・フロー計算書関係

　　資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 84,758,496,552 円

資金期末残高 84,758,496,552 円

３．金融商品関係

　　（１）金融商品の状況に関する事項

　　（２）金融商品の時価等に関する事項

　　　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預金 84,758,496,552 84,758,496,552 0

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　現金及び預金

４．賃貸等不動産関係

　　当法人は、時価等を開示すべき賃貸等不動産を保有しておりません。

５．重要な債務負担行為

　　該当する事項はありません。

６．重要な後発事象

　　該当する事項はありません。

　　　　当法人は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、譲渡性預金のみを運用しており、
　　　株式等は保有しておりません。

　　　　 現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
       ております。
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３．役員及び職員の給与の明細

　 　　　（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

(26,168) (6)

77,973 12

(26,168) (6)

77,973 12

　
１． 職員の報酬等については、独立行政法人日本学術振興会職員給与規程に基づき支給
　 しています。
２． 報酬又は給与の支給人員数は、年間平均支給人員数で記載しています。
３． 中期計画においては、非常勤職員等を除いて予算上の人件費としていますが、上記明
　細には、非常勤職員等の給与を含めています。
４． 中期計画においては、法定福利費15,036千円が含まれていますが上記明細には含ま
　れていません。
５． 非常勤職員等については、外数として（　）で記載しています。

区分
報酬又は給与 退職手当

職員

合計

0 0

0 0
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